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１１．原子力規制における検査制度の見直しに伴う保安規定変更について

○2020.4の炉規法等施行、新検査制度導入に伴い、保安規定変更認可申請が必要となった。

○従来、保安活動をJEAC4111-2009に規定されている品質保証活動に基づき実施していた
が、新たに制定された「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基
準に関する規則」（品質管理基準規則）に基づく内容に変更を行う。

○その他、保安規定に規定する内容を定めた実用炉規則第９２条（次頁参照）および「実用
発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準」（保
安規定審査基準）等の改正に伴う要求事項の反映が必要となった。

○2020.5.29に上記要求事項を反映した保安規定変更認可申請を実施した。
(東北電力殿、北陸電力殿、日本原電殿、中国電力殿、四国電力殿および九州電力殿と
同日に申請)



２２．保安規定に係る実用炉規則改正内容（１／２）

○ 実用炉規則第９２条（保安規定）第１項改正前後表は以下のとおり。(赤字：改正箇所）

改正前 改正後 補足

（保安規定）
第九十二条 法第四十三条の三の二十四第一項の規定による保安規定の認可を受けよ
うとする者は、認可を受けようとする工場又は事業所ごとに、次に掲げる事項について保安
規定を定め、これを記載した申請書を提出しなければならない。
一 関係法令及び保安規定の遵守のための体制（経営責任者の関与を含む。）に関
すること。

二 安全文化を醸成するための体制（経営責任者の関与を含む。）に関すること。
三 発電用原子炉施設の品質保証に関すること（根本原因分析の方法及びこれを実施
するための体制並びに作業手順書等の保安規定上の位置付けに関することを含む。）。

四 発電用原子炉施設の運転及び管理を行う者の職務及び組織に関すること（次号に
掲げるものを除く。）。

五 発電用原子炉主任技術者の職務の範囲及びその内容並びに発電用原子炉主任
技術者が保安の監督を行う上で必要となる権限及び組織上の位置付けに関すること。

六 電気主任技術者（電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第四十三条
第一項に規定する主任技術者のうち同法第四十四条第一項第一号から第三号まで
に掲げる種類の主任技術者免状の交付を受けている者をいう。以下同じ。）の職務の
範囲及びその内容並びに電気主任技術者が保安の監督を行う上で必要となる権限及
び組織上の位置付けに関すること。

七 ボイラー・タービン主任技術者（電気事業法第四十三条第一項に規定する主任技
術者のうち同法第四十四条第一項第六号又は第七号に掲げる種類の主任技術者免
状の交付を受けている者をいう。以下同じ。）の職務の範囲及びその内容並びにボイ
ラー・タービン主任技術者が保安の監督を行う上で必要となる権限及び組織上の位置
付けに関すること。

八 発電用原子炉施設の運転及び管理を行う者に対する保安教育に関することであって
次に掲げるもの
イ 保安教育の実施方針（実施計画の策定を含む。）に関すること。
ロ 保安教育の内容に関することであって次に掲げるもの
（１） 関係法令及び保安規定の遵守に関すること。
（２） 発電用原子炉施設の構造、性能及び運転に関すること。
（３） 放射線管理に関すること。
（４） 核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物の取扱いに関すること。
（５） 非常の場合に講ずべき処置に関すること。
ハ その他発電用原子炉施設に係る保安教育に関し必要な事項

九 発電用原子炉施設の運転に関すること（次の二号に掲げるものを除く。）。

十 発電用原子炉の運転期間に関すること。
十一 発電用原子炉施設の運転の安全審査に関すること。

（保安規定）
第九十二条 法第四十三条の三の二十四第一項の規定による保安規定の認可を受けよ
うとする者は、認可を受けようとする工場又は事業所ごとに、次に掲げる事項について保安
規定を定め、これを記載した申請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。
一 関係法令及び保安規定の遵守のための体制（経営責任者の関与を含む。）に関
すること。
（削除）
二 品質マネジメントシステムに関すること（品質管理基準規則第五条第四号に規定す
る手順書等（第三項第二号及び第三号において単に「手順書等」という。）の保安規
定上の位置付けに関することを含む。）。

三 発電用原子炉施設の運転及び管理を行う者の職務及び組織に関すること（次号に
掲げるものを除く。）。

四 発電用原子炉主任技術者の職務の範囲及びその内容並びに発電用原子炉主任
技術者が保安の監督を行う上で必要となる権限及び組織上の位置付けに関すること。

五 電気主任技術者（電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第四十三条
第一項に規定する主任技術者のうち同法第四十四条第一項第一号から第三号まで
に掲げる種類の主任技術者免状の交付を受けている者をいう。以下同じ。）の職務の
範囲及びその内容並びに電気主任技術者が保安の監督を行う上で必要となる権限及
び組織上の位置付けに関すること。

六 ボイラー・タービン主任技術者（電気事業法第四十三条第一項に規定する主任技
術者のうち同法第四十四条第一項第六号又は第七号に掲げる種類の主任技術者免
状の交付を受けている者をいう。以下同じ。）の職務の範囲及びその内容並びにボイ
ラー・タービン主任技術者が保安の監督を行う上で必要となる権限及び組織上の位置
付けに関すること。

七 発電用原子炉施設の運転及び管理を行う者に対する保安教育に関することであって
次に掲げるもの
イ 保安教育の実施方針（実施計画の策定を含む。）に関すること。
ロ 保安教育の内容に関することであって次に掲げるもの
（１） 関係法令及び保安規定の遵守に関すること。
（２） 発電用原子炉施設の構造、性能及び運転に関すること。
（３） 放射線管理に関すること。
（４） 核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物の取扱いに関すること。
（５） 非常の場合に講ずべき処置に関すること。
ハ その他発電用原子炉施設に係る保安教育に関し必要な事項

八 発電用原子炉施設の運転に関することであって、次に掲げるもの
イ 発電用原子炉の運転を行う体制の整備に関すること。
ロ 発電用原子炉の運転に当たって確認すべき事項及び運転の操作に必要な事項
ハ 異状があった場合の措置に関すること（第十五号に掲げるものを除く。）。
ニ 発電用原子炉の運転期間に関すること。
ホ 発電用原子炉施設の運転の安全審査に関すること。

旧二号の安
全文化は新
二号のＱＭ
Ｓに含まれる。

運転管理全
般の記載が要
求事項として
明確化。



３２．保安規定に係る実用炉規則改正内容（２／２）

改正前 改正後 補足

（つづき）
十二 管理区域、保全区域及び周辺監視区域の設定並びにこれらの区域に係る立入制限
等に関すること。

十三 排気監視設備及び排水監視設備に関すること。
十四 線量、線量当量、放射性物質の濃度及び放射性物質によって汚染された物の表面
の放射性物質の密度の監視並びに汚染の除去に関すること。

十五 放射線測定器の管理に関すること。
十六 発電用原子炉施設の巡視及び点検並びにこれらに伴う処置に関すること。
十七 核燃料物質の受払い、運搬、貯蔵その他の取扱いに関すること。

十八 放射性廃棄物の廃棄に関すること。

十九 非常の場合に講ずべき処置に関すること。
二十 火災発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関
すること。

二十一 内部溢水発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整
備に関すること。

二十一の二 火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行う体
制の整備に関すること。

二十二 重大事故等発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行う体制の
整備に関すること。

二十三 大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の保全のための活動を行う体制の
整備に関すること。

二十四 発電用原子炉施設に係る保安（保安規定の遵守状況を含む。）に関する適正
な記録及び報告（第百三十四条各号に掲げる事故故障等の事象及びこれらに準ずるも
のが発生した場合の経営責任者への報告を含む。）に関すること。

二十五 発電用原子炉施設の保守管理に関すること（溶接事業者検査及び定期事業者
検査の実施に関すること並びに経年劣化に係る技術的な評価に関すること及び長期保守
管理方針を含む。）。

二十六 保守点検を行った事業者から得られた保安に関する技術情報についての他の発電
用原子炉設置者との共有に関すること。

二十七 不適合が発生した場合における当該不適合に関する情報の公開に関すること。

二十八 その他発電用原子炉施設に係る保安に関し必要な事項

（つづき）
九 管理区域、保全区域及び周辺監視区域の設定並びにこれらの区域に係る立入
制限等に関すること。

十 排気監視設備及び排水監視設備に関すること。
十一 線量、線量当量、放射性物質の濃度及び放射性物質によって汚染された物
の表面の放射性物質の密度の監視並びに汚染の除去に関すること。

十二 放射線測定器の管理及び放射線の測定の方法に関すること。
（削除）
十三 核燃料物質の受払い、運搬、貯蔵その他の取扱い（工場又は事業所の外に
おいて行う場合を含む。）に関すること。

十四 放射性廃棄物の廃棄（工場又は事業所の外において行う場合を含む。）に
関すること。

十五 非常の場合に講ずべき処置に関すること。
十六 設計想定事象、重大事故等又は大規模損壊に係る発電用原子炉施設の
保全に関する措置に関すること。

十七 発電用原子炉施設に係る保安（保安規定の遵守状況を含む。）に関する
適正な記録及び報告（第百三十四条各号に掲げる事故故障等の事象及びこれ
らに準ずるものが発生した場合の経営責任者への報告を含む。）に関すること。

十八 発電用原子炉施設の施設管理に関すること（使用前事業者検査及び定期
事業者検査の実施に関すること並びに経年劣化に係る技術的な評価に関すること
及び長期施設管理方針を含む。）。

十九 保守点検を行った事業者から得られた保安に関する技術情報についての他の
発電用原子炉設置者との共有に関すること。

二十 不適合（品質管理基準規則第二条第二項第二号に規定するものをいう。
以下この号及び第三項第二十号において同じ。）が発生した場合における当該不
適合に関する情報の公開に関すること。

二十一 その他発電用原子炉施設に係る保安に関し必要な事項

旧十六号の巡
視点検は新十
八号の施設管
理に含まれる。
保安規定の適
用範囲を事業
所外の運搬等
まで拡大。

DB、SAの体
制の整備の根
拠条文の統合

上記、炉規則第９２条の要求事項が保安規定審査基準でさらに具体化され、保安規定の認可要件となっている。



４３．主な保安規定変更概要（１／１１）

 保安規定の主な変更内容を含む章は、以下赤字※のとおり

第１章 総則

第２章 品質保証 ・・・ ５
・品質管理基準規則の内容を反映

第３章 保安管理体制

第４章 運転管理 ・・・ ６
・実条件性能確認、予防保全を目的とした点検保修の

措置の有効性の評価の規定の充実等

第５章 燃料管理 ・・・ ８
・燃料の運搬の発送前検査の実施と独立性、

取替炉心の安全性確認等の規定の充実

第６章 放射性廃棄物管理 ・・・ ９

・ALARAに関する規定の追加、輸入廃棄物の管理に

関する規定の追加等

第７章 放射線管理 ・・・ 10
・ALARAに関する規定の追加、平常時の環境放射線
モニタリングに関する規定の追加等

第８章 施設管理（旧:保守管理） ・・・ 11
・原子力事業者等における使用前事業者検査、定期

事業者検査、保安のための措置等に係る運用ガイド

の内容反映

第９章 非常時の措置

第10章 保安教育

第11章 記録および報告

付則

※ 赤字以外の章でも、主な変更内容に関連して変更される条文、法令の記載をそのまま反映するために変更がある。
（ex.「定期検査」⇒「定期事業者検査」の用語の変更、記録に関する要求事項の変更）



５３．主な保安規定変更概要（２／１１）

第２章 品質保証

 従来、保安規定の品質保証については、「原子力発電所における安全のための品質保証規
程」（JEAC4111-2009)の要求事項を満たすよう規定されていたが、新たに制定された「原
子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」（品質
管理基準規則）の要求事項に基づく規定に変更する。

＜主な追加要求事項＞
・品質管理基準規則で要求された以下の２１項目について、追加・拡充

No 主な追加要求事項

1 GSR Part2 基本安全目的の反映

2 リスクを考慮した等級扱いの明確化

3 経営責任者及び全ての階層の管理者のリーダーシップに関する事項の追加

4 法令遵守及び規制要件の反映の明確化

5 経営責任者の健全な安全文化を育成し維持するための活動の明確化

6 技術的，人的及び組織間の相互作用の重要性が考慮された全体の体系的なアプローチの取り組みの明確化

7 責任と権限のインターフェース
8 試験・検査を行う者の独立の確保の明確化

9 プロセスの監視測定への自己アセスの追加

10 内部監査を行う者の独立性（自らの管轄下にある業務以外の業務）の明確化

11 調達プロセスへの規制機関の立入りを可能とする措置の追加

12 調達プロセスへの一般産業品の管理について追加

13 マネジメントレビューのインプット項目の追加

14 プロセスの監視測定の監視の方法に「安全実績指標（PI）の活用」を明確化

15 安全とセキュリティーのそれぞれに対する潜在的な影響を追加

16 文書制定時の妥当性確認及び定期的なレビューを行う者の明確化

17 文書の管理に文書の保護に関する事項を追加

18 文書改定手続きと入力情報の管理の追加

19 プロセス及び組織変更管理の追加

20 外部からの要員確保

21 不適合及び是正処置の見直し



６３．主な保安規定変更概要（３／１１）

第４章運転管理

 「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」および「実用発電用原子炉及びその附
属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準」の改正等での要求事項に基づく
規定に変更する。

＜主な追加要求事項＞
・運転監視、機器の操作、定検時の操作、定期点検計画および事故対応業務等の運転
管理業務全般を規定した条文の追加
・運転上の制限の確認（サーベイランス）について、事故時等の条件で必要な性能が発揮
できるかどうかを確認できる方法（実条件性能確認）での実施
・予防保全を目的とした点検保修（青旗作業）の実施時に確率論的リスク評価等を用い
て措置の有効性を検証することの追加

○実条件性能確認に関する変更事項について
 サーベイランスの実施方法として、実条件性能確認するために十分な方法（代替方法、評価含む）

により行う記載を追加。

変更申請内容 赤字：今回変更内容

（運転上の制限の確認）
第85条 各課長または発電室長は、運転上の制限を満足していることを第３節第19条から第84条の第２項（以下、各条にお
いて「この規定第２項」という。）で定める事項により確認する。
なお、この確認は、確認する機能が必要となる事故時等の条件で必要な性能が発揮できるかどうかを確認（以下、「実条件
性能確認」という。）するために十分な方法（事故時等の条件を模擬できない場合等においては、実条件性能確認に相当す
る方法であることを検証した代替の方法を含む。）により行う。



７３．主な保安規定変更概要（４／１１）

種類 確認項目

運転停止時
（定期事業者検査等）

 定期事業者検査およびそれ以外の社内的な確認の範囲内で、確認している項目。
 設置許可や技術基準にて要求される設備の性能（実条件性能）を担保するための確認行為として、停止時に実施す
る設備の保全および試験（通常運転時には確認が困難な事故時条件(模擬含む)等）により確認を実施している。

通常運転時
（月例試験等）

 社内的な確認の範囲内で、月、日、時間単位で確認している項目。
 設置許可や技術基準にて要求される設備の性能（実条件性能）を担保するための確認行為として、通常運転時に
合理的に実施可能な範囲内において日常管理としての盤面監視、巡視点検、保全および機器類の動作試験により確
認を実施している。

 サーベイランスにおける実条件性能確認について

 上記整理に基づき、サーベイランス（月例等試験）として、実条件性能確認行為に差異がある条
文（第51条(第52条)非常用炉心冷却系、第57条 原子炉格納容器スプレイ系）について、下
記のとおり記載の充実化を行った。

変更申請内容 赤字：今回変更内容

（非常用炉心冷却系－モード１、２および３－）
第51条 モード１、２および３において、非常用炉心冷却系は、表51－１で定める事項を運転上の制限とする。
２ 非常用炉心冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため、次の各号を実施する。
(1) 発電室長は、定期事業者検査時に、高圧注入ポンプおよび余熱除去ポンプを起動させ、異常な振動、異音、異臭、漏
えいがないこと、および表51－２で定める事項を確認する。

(2) 発電室長は、定期事業者検査時に、高圧注入系の自動作動弁が、模擬信号により正しい位置へ作動することを確認する。
（中略）

(6) 発電課長（当直）は、モード１、２および３において、１ヶ月に１回、２台の高圧注入ポンプおよび２台の余熱除去ポ
ンプについて、ポンプを起動し、動作可能であることを確認する※１。また、確認する際に操作した弁については、正しい
位置に復旧していることを確認する。

(7) 発電課長（当直）は、モード１、２および３において、１ヶ月に１回、非常用炉心冷却系の弁の開閉確認を行い、弁の
動作に異常がないことを確認する。また、確認する際に操作した弁については、正しい位置に復旧していることを確認する。

【サーベイランス項目の追加】

非常用炉心冷却系の実条件性能確認（機能要求）と
して、炉心注入ラインの系統構成の確認が必要と整理する
が、系統構成の確認行為の一つとなる非常用炉心冷却系
の電動弁開閉確認については、現在は自主的な確認であ
ることから、サーベイランス項目として追加する。
（第52条、第57条も同様に追加する。）



８３．主な保安規定変更概要（５／１１）

第５章 燃料管理

 「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」、「原子力施設の保安のための業務に
係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」および「実用発電用原子炉及びその附
属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準」の改正等での要求事項に基づく
規定に変更する。

＜主な追加要求事項＞
・燃料の運搬に関する措置の記載充実
・燃料の運搬に関する発送前検査の実施と独立性の確保
・燃料の検査に関する第８章施設管理との関連整理結果の反映
・取替炉心の安全性確認行為に関する記載の充実



９３．主な保安規定変更概要（６／１１）

第６章 放射性廃棄物管理

 「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」、「核燃料物質等の工場又は事業所
の外における運搬に関する規則」および「実用発電用原子炉及びその附属施設における発
電用原子炉施設保安規定の審査基準」の改正等により、追加要求事項に基づく規定に変
更する。

＜主な追加要求事項＞
・ＡＬＡＲＡ活動を新規条文として追加
・放射性固体廃棄物の運搬に関する措置を運搬前に確認することを追加
・放出管理用計測器の点検、機能維持について追加
・輸入廃棄物の管理について新規条文として追加（※）

※ 従来、保安規定では発電所構外の活動は対象外であったが、以下の法令等の改正により、
要求事項として追加となった。
＜法令等改正内容＞ （下線部：改正箇所）

・炉規則の第九十二条（保安規定）の以下の記載が改正
「十四 放射性廃棄物の廃棄（工場又は事業所の外において行う場合を含む。）に関す
ること。」

・実用発電用原子炉および廃炉に係る保安規定審査基準の放射性廃棄物の廃棄に関して、
以下の記載が追記（新設）
「放射性液体廃棄物の固型化等の処理及び放射性廃棄物の工場又は事業所の外への廃棄
（放射性廃棄物の輸入を含む。）に関する行為の実施体制が定められていること。」

⇒ 輸入廃棄物について、法令で定める基準適合および検査の独立性に関して規定



１０３．主な保安規定変更概要（７／１１）

 「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」、「核燃料物質等の工場又は事業所
の外における運搬に関する規則」および「実用発電用原子炉及びその附属施設における発
電用原子炉施設保安規定の審査基準」の改正等により、追加要求事項に基づく規定に変
更する。

＜主な追加要求事項＞
・ＡＬＡＲＡ活動について新規条文として追加
・放射線作業計画の立案について追加
・平常時の環境放射線モニタリングに関することを追加
・放射線計測器類の点検、機能維持について追加
・核燃料物質等の運搬に関する措置を運搬前に確認することを追加

第７章 放射線管理



１１３．主な保安規定変更概要（８／１１）

第８章 施設管理

 「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」、「実用発電用原子炉及びその附属
施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準」および「原子力事業者等における
使用前事業者検査、定期事業者検査、保安のための措置等に係る運用ガイド」の改正等
での要求事項に基づく規定に変更する。

＜主な追加要求事項＞
・保全のために行う設計、工事、巡視、点検、検査等の「施設管理」として
以下の項目を反映
・設計および工事に係る重要度
・使用前点検
・構成管理
・巡視点検
・使用前事業者検査、定期事業者検査（※）

※ 従来、保安規定については、炉規法で規定されていた「溶接事業者検査」および「定期
事業者検査」の実施内容が規定されていたが、新たに規定された「使用前事業者検査
（溶接、燃料体含む）」追加および「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に
必要な体制の基準に関する規則」（品質管理基準規則）の要求事項に基づく規定に変更
する。
＜追加要求事項＞
・使用前事業者検査および定期事業者検査の独立性の確保
（検査実施責任者および検査員の独立性） など



１２３．主な保安規定変更概要（９／１１）

使用前事業者検査および定期事業者検査の独立性に関する要求事項の変更（品質管理基準規則）

原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則及び解釈の制定

変更前 変更後

品証技術基準 品質管理基準規則 品質管理基準規則の解釈

第十八条

四 発電用原子炉施
設の検査の結果

第十九条

四 使用前事業者検査、定
期事業者検査及び使用
前検査（以下「使用前事
業者検査等」という。）並
びに自主検査等の結果

第五十条
6 ・・・検査試験を行う

者の独立性を考慮
しなければならな
い。

第四十八条
５原子力事業者等は、保安

活動の重要度に応じて、
使用前事業者検査等の
独立性（使用前事業者検
査等を実施する要員をそ
の対象となる機器等を所
管する部門に属する要員
と部門を異にする要員と
することその他の方法に
より、使用前事業者検査
等の中立性及び信頼性
が損なわれないことをい
う。）を確保しなければな
らない。

２第５項に規定する「使用前事業者検査等の独立性（使用前事業者検査等を実施

する要員をその対象となる機器等を所管する部門に属する要員と部門を異にす
る要員とすることその他の方法により、使用前事業者検査等の中立性及び信頼
性が損なわれないことをいう。）を確保」するに当たり、重大事故の発生及び拡
大の防止に必要な措置が要求されていない原子力施設においては、当該使用
前事業者検査等の対象となる機器等の工事（補修、取替え、改造等）又は点検
に関与していない要員に使用前事業者検査等を実施させることができる。

３第５項に規定する「部門を異にする要員とすること」とは、使用前事業者検査等を

実施する要員と当該検査対象となる機器等を所管する部門に属する要員が、原
子力施設の保安規定に規定する職務の内容に照らして、別の部門に所属して
いることをいう。

４第５項に規定する「使用前事業者検査等の中立性及び信頼性が損なわれないこ

と」とは、使用前事業者検査等を実施する要員が、当該検査等に必要な力量を
持ち、適正な判定を行うに当たり、何人からも不当な影響を受けることなく、当該
検査等を実施できる状況にあることをいう。

検査の合否判定を担う責任者および要員は、検査対象となる機器等の工事
を実施した組織又は設備等の所管組織以外から確保することが必要。



１３３．主な保安規定変更概要（1０／１1）

【独立性確保の考え方】

検査の独立性確保のため、設備管理組織もしくは工事実施組織とは別の組織から検査実施責任者を
指名し、検査実施責任者の責任の下で検査を実施する。

【泊保安規定（変更認可申請中）】
（保安に関する職務）
第 ５ 条

28 各課（室、センター）長は、第３条8.2.4で要求される検査の独立性を確保するために必要な場合は、
本条各項の業務以外に、他の各課（室、センター）長が所管する検査に関する業務を行うことができる。

（使用前事業者検査の実施)
第118条の４
２ 原子力安全・品質保証室長は、第４条に定める保安に関する組織のうち、検査対象となる設置また
は変更の工事を実施した組織とは別の組織の者を、検査実施責任者として指名する。

（定期事業者検査の実施) 
第118条の５
２ 原子力安全・品質保証室長は、第４条に定める保安に関する組織のうち、検査対象となる設備の設
備管理部署とは別の組織の者を、検査実施責任者として指名する。



１４３．主な保安規定変更概要（１1／１1）

○検査の独立性確保

＜検査体制の例＞

（工事実施部門が機械保修課の場合）

：独立性要求範囲

：独立性を要求しない範囲

＜現行の検査体制＞

○○検査

検査実施責任者

機械保修課長

検査実施担当者

機械保修課員

検査実施補助者･検査助勢者

機械保修課員

調達先 協力会社

＜新検査制度適用後の検査体制＞
○○検査

検査実施責任者

保全計画課長

検査判定員

保全計画課員

検査所管補助者・検査助勢者

機械保修課員

調達先 協力会社

合否判定

次工程への引渡し

検査項目毎の

良否判定

合否判定

次工程への引渡し

検査項目毎の
良否判定

＜独立性の確保＞

工事実施部門以外から選出が必要。

検査要領書の承認、検査の判定を実施する。

（参考）

検査要領書の作成、検査準備作業等は工事実施部門で実施可能

検査所管担当者

機械保修課員


